
(財)財務会計基準機構会員  
平成１９年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成18年11月9日

上場会社名 株式会社ドリコム 上場取引所 東証マザーズ

コード番号  ３７９３ 本社所在都道府県 東京都

（URL　http://www.drecom.co.jp）

代表者　　　　　役職名 代表取締役 氏名　内藤　裕紀

問合せ先責任者　役職名 取締役管理担当 氏名　廣瀬　敏正 ＴＥＬ　　（03）5791－4555

決算取締役会開催日 平成18年11月9日 配当支払開始日 平成－年－月－日

単元株制度採用の有無 無

１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 503 94.5 58 △43.8 70 △30.1

17年9月中間期 259 － 103 － 101 －

18年3月期 703 257 226

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 41 △31.3 2,084 33

17年9月中間期 60 － 11,538 91

18年3月期 125 6,864 58

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 19,784株 17年9月中間期 17,882株 18年3月期 18,346株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 1,449 1,277 88.2 64,594 65

17年9月中間期 326 212 65.2 11,538 91

18年3月期 1,418 1,234 87.0 62,403 79

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 19,784株 17年9月中間期 18,424株 18年3月期 19,784株

②期末自己株式数 18年9月中間期 －株 17年9月中間期 －株 18年3月期 －株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 1,500 400 230

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　11,625円56銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年3月期 － － － － － －

19年3月期（実績） － － － － － －

19年3月期（予想） － － － － － －
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金   104,270   297,465   952,432  

２．受取手形   1,428   －   1,100  

３．売掛金   138,853   353,856   283,817  

４．仕掛品   8,017   773   14,121  

５．前払費用   2,104   82,491   30,734  

６．未収入金   74   36   2,077  

７．繰延税金資産   5,585   5,460   10,543  

８．その他   1,442   23,081   1,893  

 貸倒引当金   －   △1,100   －  

流動資産合計   261,776 80.3  762,063 52.6  1,296,720 91.4

Ⅱ　固定資産           

(1）有形固定資産           

１．建物  4,028   30,739   168   

減価償却累計
額

 167 3,861  2,628 28,110  25 142  

２．工具器具及び備
品

 11,662   41,229   19,515   

減価償却累計
額

 5,622 6,040  12,522 28,707  8,717 10,798  

有形固定資産合
計

  9,902 3.0  56,818 3.9  10,940 0.8

(2）無形固定資産           

１．ソフトウェア   17,540   18,001   17,046  

２．ソフトウェア仮
勘定

  6,456   96,906   14,024  

３．その他   8,072   8,072   8,072  

無形固定資産合
計

  32,069 9.8  122,980 8.5  39,144 2.8

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券   5,000   411,053   5,000  

２．関係会社株式   10,000   40,000   10,000  

３．長期前払費用   676   499   469  

４．繰延税金資産   145   －   130  

５．敷金   6,019   55,132   55,482  

６．その他   500   1,050   800  

投資その他の資
産合計

  22,341 6.9  507,735 35.0  71,882 5.0

固定資産合計   64,313 19.7  687,534 47.4  121,966 8.6

資産合計   326,089 100.0  1,449,597 100.0  1,418,686 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金   6,861   30,594   8,613  

２．短期借入金   15,000   －   －  

３．一年以内返済予定
の長期借入金

  2,496   －   2,496  

４．未払金   27,814   73,475   49,823  

５．未払法人税等   41,919   28,454   80,587  

６．未払消費税等   6,747   2,333   15,361  

７．預り金   143   51   552  

８．前受収益   2,392   30,329   16,035  

９．その他   2,822   5,001   4,568  

流動負債合計   106,197 32.6  170,240 11.7  178,038 12.6

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金   7,300   －   6,052  

 ２．繰延税金負債   －   1,416   －  

固定負債合計   7,300 2.2  1,416 0.1  6,052 0.4

負債合計   113,497 34.8  171,657 11.8  184,090 13.0

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   56,376 17.3  － －  403,176 28.4

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  34,876   －   644,156   

資本剰余金合計   34,876 10.7  － －  644,156 45.4

Ⅲ　利益剰余金           

１．中間（当期）未処
分利益

 121,339   －   187,262   

利益剰余金合計   121,339 37.2  － －  187,262 13.2

資本合計   212,592 65.2  － －  1,234,596 87.0

負債資本合計   326,089 100.0  － －  1,418,686 100.0

           

 (純資産の部）           

 Ⅰ　株主資本           

 １．資本金   － －  403,176 27.8  － －

 ２．資本剰余金           

 （１）資本準備金  －   644,156   －   

 資本剰余金合計   － －  644,156 44.4  － －

 ３．利益剰余金           

 （１）その他利益
　　　 剰余金 

          

 　　繰越利益剰余金  －   228,499   －   

 利益剰余金合計   － －  228,499 15.8  － －

 株主資本合計   － －  1,275,832 88.0  － －

 Ⅱ　評価・換算差額等           

 １．その他有価証券
　　 評価差額金

  －   2,107   －  

 評価・換算差額等合計   － －  2,107 0.2  － －

純資産合計   － －  1,277,940 88.2  － －

 負債及び純資産合計   － －  1,449,597 100.0  － －

－ 3 －



(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   259,054 100.0  503,782 100.0  703,175 100.0

Ⅱ　売上原価   77,874 30.1  147,191 29.2  215,087 30.6

売上総利益   181,179 69.9  356,590 70.8  488,087 69.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  77,304 29.8  298,228 59.2  230,398 32.8

営業利益   103,874 40.1  58,362 11.6  257,689 36.6

Ⅳ　営業外収益 ※２  32 0.0  15,732 3.1  116 0.0

Ⅴ　営業外費用 ※３  2,425 0.9  3,174 0.6  31,232 4.4

経常利益   101,482 39.2  70,920 14.1  226,573 32.2

Ⅵ　特別損失   － －  － －  8,830 1.2

税引前中間（当期）
純利益

  101,482 39.2  70,920 14.1  217,742 31.0

法人税、住民税及び
事業税

 41,720   24,500   97,000   

法人税等調整額  △252 41,468 16.0 5,183 29,683 5.9 △5,195 91,805 13.1

中間（当期）純利益   60,013 23.2  41,236 8.2  125,937 17.9

前期繰越利益   61,325   －   61,325  

中間（当期）未処分
利益

  121,339   －   187,262  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

 

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

 その他

利益剰余金 利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高（千円） 403,176 644,156 644,156 187,262 187,262 1,234,596

中間会計期間中の変動額

中間純利益 － － － 41,236 41,236 41,236

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額）
－ －  －  － － －

中間会計期間中の変動額

合計　　　　 （千円）
－ － － 41,236 41,236 41,236

平成18年９月30日残高(千円） 403,176 644,156 644,156 228,499 228,499 1,275,832

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高（千円） － － 1,234,596

中間会計期間中の変動額

中間純利益 － － 41,236

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額）
2,107 2,107 2,107

中間会計期間中の変動額

合計　　　　 （千円）
2,107 2,107 43,343

平成18年９月30日残高(千円） 2,107 2,107 1,277,940
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

 

(1）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法を採

用しております。

(1）有価証券

子会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式

同左

 

 

 

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を

採用しております。

その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。

時価のないもの

移動平均法による原価法を

採用しております。

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を

採用しております。

 

 

(2）たな卸資産

仕掛品

個別法による原価法を採用して

おります。

 

(2）たな卸資産

 仕掛品

同左

(2）たな卸資産

 仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

 

 

(1）有形固定資産

定率法

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　８～15年

工具器具及び備品

４～６年

(1）有形固定資産

同左

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

       同左

 

 　　　　

(1）有形固定資産

同左

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

 建物　　　　　　　　 10年

工具器具及び備品

４～６年

 

 

 

(2）無形固定資産

定額法

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法に

よっております。

 

(2）無形固定資産

同左

 

(2）無形固定資産

同左

 

３．繰延資産の処理方法

 

 

(1）新株発行費

―――― 

 

(1）新株発行費

――――

 

(1）新株発行費

支出時に全額費用として処理し

ております。 

 

４．引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。な

お、貸倒実績はなく、また貸倒

懸念債権等もないことから、当

中間会計期間において貸倒引当

金は計上しておりません。

 

(1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。な

お、貸倒実績はなく、また貸倒

懸念債権等もないことから、当

事業年度において貸倒引当金は

計上しておりません。

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、その差額を流

動負債の「未払消費税等」として

表示しております。

 

消費税等の会計処理

同左

 

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号　平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第8号　平成

17年12月9日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありま

せん。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。なお、従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は

1,277,940千円でありあます。

 （固定資産の減損に係る会計基準）

 　当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

 

該当事項はありません。

 

 

同左

 

同左

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 13,650千円

給与手当 17,362

旅費交通費 702

賃借料 3,247

支払手数料 5,408

減価償却費 770

研究開発費 16,302

役員報酬 13,950千円

給与手当  76,007

広告宣伝費 12,897

販売促進費  13,694

賃借料  25,850

支払手数料  18,674

採用費  31,059

減価償却費  4,079

研究開発費  32,943

貸倒引当金繰入額  1,100

役員報酬 27,600千円

給与手当  54,664

旅費交通費 　 2,086

賃借料  7,460

支払手数料 16,294

減価償却費  2,599

研究開発費 34,996

───── ※２　営業外収益のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 ――――

 受取配当金 13,480千円

 

※３　営業外費用のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※３　営業外費用のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※３　営業外費用のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

支払利息 443千円

新株発行費 1,225

事務所移転費用 756

事務所移転費用 2,988千円

  

上場関連費用 24,722千円

新株発行費  5,211

　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額

有形固定資産 1,578千円

無形固定資産 1,239千円

有形固定資産 7,715千円

無形固定資産 1,562千円

有形固定資産 5,007千円

無形固定資産 5,180千円
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 

該当事項はありません。

 

オペレーティング・リース取引

 　　　未経過リース料

１年内 5,154千円
１年超 8,588千円
合計 13,743千円

 

 

該当事項はありません。

 

②　有価証券

前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 11,538円91銭

１株当たり中間純利益

金額
3,356円11銭

１株当たり純資産額 64,594円65銭

１株当たり中間純利益

金額
2,084円33銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額
1,993円84銭

１株当たり純資産額 62,403円79銭

１株当たり当期純利益

金額
6,864円58銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
6,607円78銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、新株予約権の

残高がありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できない

ため、記載しておりません。

当社は、平成17年６月27日付で普通株

式１株につき４株の株式分割を行いま

した。前期首に当該株式分割が行われ

たと仮定した場合の前期における１株

当たり情報は、以下のとおりとなりま

す。

 

 

 

 

 

 

 

 

 当社は、平成17年６月27日付で普通

株式１株につき４株の株式分割を行い

ました。前期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定した場合の前期における１

株当たり情報は、以下のとおりとなり

ます。

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純
資産額

5,118円82銭

１株当たり当
期純利益金額

3,674円49銭

 

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額
については、新株予約権
の残高がありますが、当
社株式は非上場であり、
期中平均株価が把握でき
ないため、記載しており
ません。

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純
資産額

5,118円82銭

１株当たり当
期純利益金額

3,674円49銭

 

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額
については、新株予約権
の残高がありますが、当
社株式は非上場であり、
期中平均株価が把握でき
ないため、記載しており
ません。
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　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

 中間（当期）純利益（千円） 60,013 41,236 125,937

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－) （－） （－）

 普通株式に係る中間（当期）純利益

 （千円）
60,013 41,236 125,937

 期中平均株式数（株） 17,882 19,784 18,346

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
   

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） － 898 713

 （うち新株予約権） － （898） （713）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権　914個

 

 ―――  ―――

（重要な後発事象）

 

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　

　該当事項はありません。

 

 

 

 

 

 

 以上
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